
新公会計制度導入期における課題 
～自治体間の意見交換から～ 

平成29年11月7日 

東京都会計管理局 



「実務上の留意点に係る意見交換会」の取組 

【目的】 各自治体の円滑な新公会計制度導入の一助

【対象】 「統一的な基準」を導入する都内外自治体 
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開催回 
参加 (延べ数） 

都内 都外 計 

28年度 
第１回 23  － 23 

第２回 6 3 9 

29年度 第１回 22 8 30 

合計 51 11 62 



参加自治体における実務的な課題 

• 参加自治体から寄せられた疑問 

– 具体的な実務内容の詳細が不明 

– 先進例等の情報不足 

– 財務諸表作成の体制、人員不足 

– 活用へ向けた検討が進まない       など 

【新公会計制度導入期における主な課題】 

① 固定資産台帳の更新 

② 活用に向けた課題 
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課題１ 固定資産台帳の更新 



「固定資産台帳」(※) 

「固定資産台帳」の位置付け 

貸借対照表の「固定資産」の内訳が、「固定資産台帳」であり、 
現物との整合が不可欠 

5 

公有財産 

物品 

道路 

公有財産 

物品 

道路 

取得価額 
減価償却等 

取得価額 
減価償却等 

取得価額 
減価償却等 

整合 

整合 

整合 

※ 都では制度導入にあたり、公有財産台帳等のシステムに 
複式簿記に必要な機能を追加し、「固定資産台帳」とした 

現物 

資産 
負債 

純資産 

固定資産 

貸借対照表 

照合 



「固定資産台帳」の正確性の確保 

 固定資産台帳 

仕訳  

実務では、「台帳の更新」と「仕訳」の双方に誤りが発生し得る 

6 ※ 都では台帳と仕訳を金額ベースで照合 

台帳・仕訳
間の金額

相違 

台帳への
登録漏れ 

（ 管財部門 で台帳の更新 ） 

（ 経理部門 で支出登録、システムで仕訳）  

年度 仕訳組織名 略勘定科目名 件名 金額 

29 ○○部△△課 BS固定資産／行政財産／土地 ■■事務所用地の購入 200,000,000 

29 ○○部△△課 BS固定資産／行政財産／土地 ○○倉庫用地の購入 30,000,000 

年度 組織名 分類 財産種 面積 名称 金額 

29 ○○部△△課 行政財産 土地 100.00㎡ ■■事務所用地 100,000,000 

台帳と仕訳の 
照合が必要 



「固定資産台帳の更新」の課題 

公有財産台帳等とは別に、固定資産台帳を整備した場合： 

固定資産 
台帳 

公有財産 

財務諸表 

（金額情報あり） 
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物品 

道路 

照合 

（金額情報なし） 
仕訳誤りも 
固定資産 

台帳に反映 

登録漏れ等 

仕訳に連動 
して更新 

固定資産台帳と法定台帳の照合方法に課題 



議題２ 活用に向けた課題 



「新公会計の活用」に向けた不明点 

• 「財務諸表の活用方法」 

• 「活用の際に重要となる視点」 

• 「セグメント単位の財務諸表作成の取組方法」  
                                      など 

【「活用」に向けた取組の方向性】 

① 「財務諸表の公表・説明」  ② 「財務諸表の分析・評価」 
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【 「意見交換会」参加自治体からの意見 】 



① 財務諸表の公表・説明 

• 住民等へ向けたわかりやすい公表 

      ⇒ 「概要版」の作成など 

• 議会に対する説明 

        ⇒ 都 - 監査委員の財務諸表監査を経て、 

             決算審査の参考書として議会へ提出 

       ⇒ 他自治体 

            - 事業別財務諸表による決算審議の例も 
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公表の例：東京都の財務諸表（概要版） 
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  制度開始からの指標の 
  推移を新たに記載 

貸借対照表 

行政コスト計算書 

キャッシュ・ 
フロー計算書 



② 財務諸表の分析・評価 

• マクロ面 （自治体全体） 
財務諸表を分析し、財政運営に反映 

 

• ミクロ面 (セグメント別) 
各部門の事業を分析し、事業運営に反映 

⇒ 財政の持続可能性等の評価、団体間比較 

⇒ 事業別財務諸表の作成・評価 
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分析・評価の視点（マクロ面） 

財政運営への活用に向けた視点 
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 ストック情報等、将来の財政需要分析 

    （例： 社会資本ストック維持更新経費の将来推計） 

 経年比較、団体間比較に向けた 
適切な分析・評価指標の設定 

    （例： 経年 ⇒ 負債/資産、人件費/費用 等 
        団体間 ⇒ 歳入額/資産 等） 



分析・評価の視点（ミクロ面） 

各部門の事業運営への活用に向けた視点 
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 セグメント区分の設定基準 
    （例：予算体系との関係、事業体系の類型化） 

 適切な分析・評価指標の設定 
    （例：利用者数等の非財務情報を加えた分析） 

 住民への公表、議会への説明 



「連絡会議各団体の取組」について 
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連絡会議ホームページに一覧を掲載 

http://www.kaikeikanri.metro.tokyo.jp/fukyuusokushin.html 


